
b（会社法）

公社等経営シート（会社法法人）

代表者

千円 県出資額 千円 県出資比率

合計 県職員 県退職者 合計 県職員 県退職者 左記以外の者

15 0 0 15 0 0 15

2 0 0 2 0 0 2

13 0 0 13 0 0 13

127 0 0 134 0 0 134

平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

89,262 53,024 61,390 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

令和元年度 令和2年度

決算額(千円) 予算額(千円)

① 23,152 23,364 委託料

② 10,120 委託料

③ 7,972 委託料

④ 6,576 委託料

⑤ 5,030 委託料

損益計算書 （千円） 平成29年度 平成30年度 令和元年度 （千円） 平成29年度 平成30年度 令和元年度

720,099 726,335 797,540 Ａ 889,539 898,992 969,743

404,632 396,238 553,089 677,308 699,293 783,707

249,524 281,012 182,622 212,231 199,699 186,036

65,943 49,085 61,829 負債 Ｂ 137,355 113,108 141,015

794 713 363 流動負債 103,401 91,384 128,774

0 0 0 33,954 21,724 12,241

66,737 49,798 62,192 純資産 Ａ－Ｂ 752,184 785,884 828,728

1,283 428 1,864 うち資本金 900,000 900,000 900,000

122 1,157 21 45,815 33,700 42,844

45,815 33,700 42,844

令和２年度　
（対象期間：平成31年4月1日～令和2年3月31日）

概

　

　

　

要

名　称 株式会社宮崎県ソフトウェアセンター 所在地 宮崎市佐土原町東上那珂１６５００－２

電話番号 0985-30-5050 ホームページ http://www.miyazaki-nw.or.jp/msc/

設立年月日 平成6年4月27日
代表取締役社長
長友　秀泰

県所管部・課
商工観光労働部

企業振興課

総出資額 900,000 150,000 16.7%

県

関

与

の

状

況

人

的

支

援

（人）

令和元年度 令和2年度

左記以外の者

役員数　 15

常　勤 2

非常勤 13

職員数 127

財

政

支

出

等

（千円） （千円）

県委託料 県借入金残高

県補助金
県の損失補償契約等

に基づく債務残高
県交付金・負担金・

出資金

県職員人件費

（県支給分）

その他の県からの支援等 特になし

主

な

県

財

政

支

出

の

内

容

事業名 事業内容 種別

宮崎県教育情報ネットワークシステム構築及

び運用業務

 県内の小・中・県立学校や教育機関等が、安全にインター
ネットを利用するための運用保守業務。

次期ｻｰﾊﾞ統合基盤設計業務

販売費及び一般管理費

「宮崎県次期サーバ統合基盤」への情報の収集・整理、次期

基盤の基本設計やコスト検証、調達に必要な仕様書の作成。

ひなたMBA(高度産業人財育成)
高度なビジネススキルを身に付けるプログラムを実施するこ

とで、本県の経済を担う産業人財の育成を図る。

職業訓練委託業務（情報処理技術者養成科

①）

高いＩＴ技術を身につけることにより、幅広い提案・実行が

できる即戦力として活躍できる人材を育成。

職業訓練委託業務（情報処理技術者養成科

②）

高いＩＴ技術を身につけることにより、幅広い提案・実行が

できる即戦力として活躍できる人材を育成。

　　経常利益（損失）

事業概要

①　研修事業

　　離・求職者を対象としたＩＴに係る職業訓練事業、ＩＴ関連の各種人材育成事業等
②　情報サービス事業
　　カスタマーケアセンター運用事業、サーバハウジングやホスティング等のネットワーク関連事業、システム開発
   事業、ＩＴコンサルティング事業、県内外のＩＴ企業への人材派遣事業等
③　実践指導事業
　　実践指導室の外部企業への貸し出し

財

務

状

況

貸借対照表

売上高 資産

売上原価 流動資産

特別利益

特別損失 うち当期純利益

　　当期純利益（損失）

固定資産

　　営業利益（損失）

営業外収益

営業外費用 固定負債


